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1. 増加する外国人との共生

1-1 近年の訪日外国人の動向
1-2 近年の在留外国人等の動向
1-3 外国人の増加が日本人や地域社会に与える影響
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訪日外国人旅行者数の推移
－1-1 近年の訪日外国人の動向－

◯ 2018年（平成30年）の訪日外国人旅行者数は、3,119万人（対前年比8.7％増）と初めて3,000万人を
突破し、過去最高を記録した。（外国人旅行者受入数：世界で11位、アジアで３位に相当※）

◯ 訪日外国人旅行者数の内訳は、アジア全体で2,637万人（全体の84.5％）となった。また、市場別で
は中国で800万人を、米国で150万人を、タイで100万人をそれぞれ初めて突破した。

※ 2017年またはそれ以前の数値との比較で暫定順位であり、変動があり得る。

訪日外国人旅行者数の内訳（2018年（平成30年））

万人

アジア 2637万人（84.5%）
うち東アジア 2288万人（73.4%）
うち東南アジア 333万人（10.7%）

北米
186万人
（6.0%）

欧州主要５ヵ国
112万人（3.6%）

その他
120万人
（3.8%）

①中国

838万人

（26.9%）

②韓国

754万人

（24.2%）
③台湾

476万人

（15.3%）

④香港

221万人

（7.1%）

⑥タイ

113万人（3.6%）

シンガポール

44万人

（1.4%）

マレーシア

47万人

（1.5%）

インドネシア

40万人

（1.3%）

フィリピン

50万人

（1.6%）

ベトナム

39万人

（1.2%）

インド

15万人

（0.5%）

⑤米国
153万人
（4.9%）

カナダ

33万人

（1.1%）

英国

33万人

（1.1%）

フランス

30万人

（1.0%）

ドイツ

22万人

（0.7%）

イタリア

15万人

（0.5%）

スペイン

12万人

（0.4%）

ロシア

9万人

（0.3%）

豪州

55万人

（1.8%）

総計
3119万人
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6年間で3.7倍に

ビジット・ジャパン
開始

注) 2018年以前の値は確定値、2019年１月～8月の値は暫定値、2019年9月～10月の値は推計
値、％は対前年同月比

出典：日本政府観光局（JNTO）

１～10月
２６９１.4万人

(3.1%増)

訪日外国人旅行者数の推移

資料：日本政府観光局（ＪＮＴＯ）資料に基づき観光庁作成
注１：（ ）内は、訪日外国人旅行者数全体に対するシェア
注２：「その他」には、アジア、欧州等各地域の国であっても記載のない国･地域が含まれ
る。
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外国人宿泊者数及び国・地域別構成比

○ 外国人延べ宿泊者数をブロック別に見ると、関東・近畿が他地域に比べて多い。

○ 外国人延べ宿泊者数を国・地域別に見ると、九州では韓国からの宿泊者数が最も多く、北海道、関東・中部・近畿
では中国からの宿泊者数が最も多いなど、各地域によって特色がある。

－1-1 近年の訪日外国人の動向－

資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」 5

地方ブロック別外国人延べ宿泊者数の国・地域別構成比地方ブロック別外国人延べ宿泊者数

3,137 

2,038 

769 715 
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0
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3,500

関東 近畿 北海道 九州 中部 沖縄 北陸信越 中国 東北 四国

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

(万人泊)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道運輸局

東北運輸局

関東運輸局

北陸信越運輸局

中部運輸局

近畿運輸局

中国運輸局

四国運輸局

九州運輸局

沖縄総合事務局

中国,24%

台湾,42%

中国,27%

台湾,29%

中国,49%

中国,30%

台湾,17%

台湾,26%

韓国,46%

台湾,29%

台湾,20%

中国,15%

アメリカ,11%

中国,13%

台湾,11%

韓国,15%

欧州,14%

香港,17%

台湾,16%

韓国,25%

韓国,18%

韓国,7%

台湾,10%

香港,10%

香港,6%

台湾,12%

韓国,12%

中国,17%

香港,12%

中国,20%

香港,10%

香港,6%

欧州,8%

欧州,7%

韓国,6%

香港,7%

中国,11%

韓国,16%

中国,12%

香港,10%

タイ,6%

タイ,5%

韓国,7%

オーストラリア,5%

タイ,5%

欧州,6%

香港,9%

欧州,5%

アメリカ,2%

アメリカ,5%

その他,22%

その他,24%

その他,36%

その他,35%

その他,23%

その他,29%

その他,37%

その他,19%

その他,12%

その他,11%

資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」
注１：従業員数10人以上の施設に対する調査から作成
注２：欧州はドイツ・英国・フランス・ロシア・イタリア・スペインの6カ国



地方における外国人旅行者の傾向 ～コト消費～

○ 近年、訪日外国人旅行者による「地方型コト消費」の関心が高まっている。

－1-1 近年の訪日外国人の動向－

訪日外国人旅行者（一般客）の主な「今回したこと」別地方訪問率（2018年）

87.4%

75.0%

74.1%

73.1%

71.9%

70.6%

63.3%

58.3%

57.7%

55.2%

54.2%

54.2%

53.2%

48.5%

46.2%

46.0%

スキー・スノーボード

温泉入浴

自然体験ツアー・農山漁村体験

その他スポーツ（ゴルフ、マリンスポーツ等）

四季の体感（花見・紅葉・雪等）

旅館に宿泊

自然・景観地観光

スポーツ観戦

日本の歴史・伝統文化体験

ショッピング

治療・検診

日本食を食べること

舞台・音楽鑑賞

日本のポップカルチャーを楽しむ

映画・アニメ縁の地を訪問

テーマパーク

地方型

コト消費

28.2%

地方型

コト消費

34.8%

日本食を
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34.4%

日本食を

食べること

27.9%

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ

14.1%

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ

12.5%

その他 その他

0%
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80%

90%

100%

2014年 2018年

訪日客（一般客）全体の地方部訪問率:54.3%

地
方
部
訪
問
率
の
高
い
「コ
ト
消
費
」

資料：観光庁「訪日外国人消費動向調査」に基づき観光庁作成
注1:三大都市圏とは、「東京、神奈川、千葉、埼玉、愛知、大阪、京都、兵庫」の8都府県を、地方
部とは三大都市圏以外の道県をいう。
注2:それぞれの選択肢について、「今回したこと」として選んだ訪日外国人消費動向調査客のう
ち、地方部を訪問した人の割合。
注3: 「今回したこと」として選択した訪日外国人消費動向調査客の地方部訪問率が60%以上とな
る項目を「地方型コト消費」として分類した。

「訪日前に最も期待していたこと」の推移

・「スキー・スノーボード」などの「コト消費」を行う訪日客は、
地方部への訪問率が高い ・地方部訪問率が60%を越える「地方型コト消費」が「訪日前に

最も期待していたこと」であった訪日客の割合は、５年間で6.6
ポイント拡大
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訪日外国人観光客の増加がもたらすインバウンド需要

○ インバウンドの増加に伴い、観光関連産業における雇用増加や賃金上昇をもたらしている。

○ インバウンド需要は、観光関連産業のみならず幅広い業種にわたり、かつ全国各地で投資を創出している。

－1-1 近年の訪日外国人の動向－

7

宿泊業における賃金の変化
（2012年→2018年）

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計」に基づき観光庁作成

296.4 万円 314.5 万円

24.3 万円
41.4 万円

320.7 万円 355.9 万円

2012年 2018年

年間賞与その他特別給与額

きまって支給する現金給与額

観光関連産業における雇用の変化
（2012年→2016年）

資料：総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査」、
「平成24年経済センサス－活動調査」に基づき観光庁作成

1.22

1.15

1.08

1.05

0.99

0.7 0.9 1.1 1.3 1.5

自動車賃貸業

公園，遊園地

旅行業

宿泊業

運輸業，郵便業 301.3万人
→299.5万人

3.7万人
→4.5万人

54.6万人
→57.4万人

7.9万人
→8.6万人

5.5万人
→6.3万人

（倍）



● 化学

● 交通

● 食品

● 日用品

● 部品・機械

● その他

～1億円未満

～5億円未満

～10億円未満

～50億円未満

～100億円未満

100億円以上

化粧品メーカー
約100億円を投資し、新工場を2019年ま
でに建設

日用品メーカー
350～400億円を投
資し歯磨き剤工場
を2019年より建設

部品・機械メーカー
約25億円を投資し、既存工
場の集約と規模拡大を進
め、2019年に稼働

製菓メーカー
数百億円を投資し、菓子類の生産能力
を増強するための設備投資を実施

住宅関連用品メーカー
インバウンド対策のホテル建
設の需要増を受け、15億円
を投じ、生産能力を高めるた
めの新工場を2019年に建設

日用品メーカー
訪日外国人の増加で家庭紙の市場が
拡大する中、210億円を投資し、休止中
の生産工場の再稼働を2018年に実施

造船事業者
インバウンド需要を見込んだ離島航路
などの機材刷新の動きに対応するた
め、1.5億円を投資し、修繕事業を強化

化粧品メーカー
インバウンドや越境ECの拡大による生産
力の向上のため、60億円を投じ、生産力
増強のための新工場を2019年に建設

化粧品メーカー
インバウンド需要の増加に対応するため、
約4000万円で土地を取得し、2019年ま
でに製造工場を新設

化粧品メーカー
約60億円を投じ2019年までに生産能力
増強のための新工場を建設

ヘルスケアメーカー
2019年から2021年にかけて100億
円を投資し、生産棟を新設

日用品メーカー2社
約50億円を投資し、トイレ紙の
製造工場を2019年までに建設

ヘルスケアメーカー
2020年から2022年にかけて100
億円を投資し、生産棟を新設

化粧品メーカー
2019年までに約400億円
を投資して工場を新設

化粧品メーカー
１億円を投資し、2018年に化粧品
原料の開発・製造拠点を新設

化粧品メーカー
訪日客に人気の高い化粧品の供給能力
を強化するため、2020年までに約550億
円を投資して工場を新設

製菓メーカー
2018年までに約70億円を投資し、訪日客
に人気の高い製品の生産ラインを新設

化粧品メーカー
16億円を投じ、
化粧品原料の新
工場を2018年に
建設

ヘルスケアメーカー
60億円を投資してドリ
ンク剤の新工場を
2020年までに建設

ヘルスケアメーカー
2021年までに約450
億円を投資して新
生産棟を建設

鉄道事業者
最大650億円の車両投資
を2018年までに実施

鉄道事業者
約100億円を投じ2020
年までに乗り物の新造
や駅舎改良を実施

酒類メーカー
約7億円を投じ、瓶詰蔵、冷蔵倉
庫、本社の改修を2020年までに実
施

化粧品メーカー
約30億円を投じ、液体充填品の
製造工場を2018年に新設

ヘルスケアメーカー
約23億円を投じて健康飲料の生
産ラインを増強

化粧品メーカー
2020年までに約
100億円を投資し
て工場を新設

製菓メーカー
2020年までに、約120億円を投じ、
粉ミルクなどを生産するための新
棟を建設

製菓メーカー
約93億円を投じ、チョ
コレートなどを生産す
るための新棟を2020
年までに整備

化粧品メーカー
約25億円投じ、工場を2019年
までに建設

鉄道事業者
約110億円を投資し、新
造車両を2019年度より
順次導入

住宅メーカー
約200億円を投じ、
博物館を2020年開
業に向けて建設

ヘルスケアメーカー
2018年より約110億円を投資し、健康食
品、化粧品を製造する新工場を建設

化粧品メーカー
数百億円を投資して肌ケア
商品等の新工場を建設し、
2021年度に稼働予定
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インバウンド対応投資の例
－1-1 近年の訪日外国人の動向－
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4

中国 インド 韓国 タイ フィリピン マレーシア インドネシア ベトナム 日本

アジア諸国の今後の人口・経済の見通し

（出典）人口はUnited Nations“World Population Prospects:The 2019 Revision”より、ＧＤＰはＩＭＦ“World Economic Outlook Database(2016)”、ＰＷＣ“The World 
in 2050:The Long View How will the global economic order change by 2050?（2017年２月）”より作成。単位はドルベースのＰＰＰ。

◯アジア諸国は、人口が概ね増加する中で、一人あたりGDPについても高い伸びが見込まれる。アジア諸国からの訪日
外国人旅行者数は、今後も増加していくと期待される。

－1-1 近年の訪日外国人の動向－

0

2

4

6

8

10

中国 インド 韓国 タイ フィリピン マレーシア インドネシア ベトナム 日本

（億人） アジア諸国の将来人口

アジア諸国の将来の１人当たりGDP

（万ドル）

7.6万ドル
6.9万ドル

2.3万ドル

4.2万ドル

2.9万ドル

6.4万ドル

4.2万ドル

2.7万ドル

2016年
2050年

3.2万ドル

（参考）

1.1億人

0.51億人 0.47億人
0.69億人 0.66億人

1.0億人
1.4億人

0.31億人0.41億人

2.6億人

0.94億人 1.1億人1.3億人

16.4億人

2.8倍

4.1倍

2.0倍

2.5倍

3.0倍

2.5倍

2.7倍 4.6倍

1.7倍

1.5万ドル

0.66万ドル

3.8万ドル

1.7万ドル

0.77万ドル

2.8万ドル

1.2万ドル
0.64万ドル

3.9万ドル

~~
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13.2億人
14.0億人14.1億人

（参考）
世界1位

世界2位

3.3億人
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在留外国人数の推移

（備考）１．法務省「在留外国人統計」、総務省「人口推計」（国勢調査実施年は国勢調査人口による）より作成。
２．1993年までは旧外国人登録統計における外国人登録者数、1994年から2011年までは旧外国人登録統計における外国人登録者数のうち中長期在留者に該当し得る在

留資格をもって在留する者及び特別永住者の数、2012年末以降は在留外国人数を示している。
３．各年12月末の値を示している。

(在留外国人数、万人)

在留外国人数

在留外国人数が
総人口に占める割合(右軸)

(年)

○ 在留外国人数の動向をみると、リーマンショックや東日本大震災の影響で一時的に減少した時期を除き、1990年代
以降増加傾向で推移。

(在留外国人割合、%)

2.16%（過去最高）

273万人（過去最高）

我が国の在留外国人の推移
－1-2 近年の在留外国人等の動向－
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県

在留外国人数が人口
に占める割合（右軸）

群馬県

東京都

551,683人, 21%

愛知県

253,508人, 9%

大阪府

235,977人, 9%

神奈川県

,212,567人, 8%埼玉県

177,095人, 7%

千葉県

153,505人, 6%

その他
1,082,864, 40%

○ 各都道府県の在留外国人数をみると、東京都、愛知県、大阪府、神奈川県、埼玉県、千葉県の６都府県で、全国の
在留外国人の約６割を占める。

○ 在留外国人数が都道府県別人口に占める割合をみると、東京都、愛知県、群馬県、三重県、大阪府、岐阜県などに
おいて高い傾向にある。

（備考）総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」（平成31年１月１日現在）より作成。

都道府県別の在留外国人数（2019年）

在留外国人数

（在留外国人数、万人） （在留外国人が人口に占める割合、%）

在留外国人数の多い都道府県

東京都

岐阜県 三重県 大阪府

愛知県

全国平均：
2.1%

都道府県別にみた在留外国人数
－1-2 近年の在留外国人等の動向－
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(総人口に占める割合(%))

(年齢区分)

主要国における外国に由来する人口（対総人口比）

外国に由来する人口の総人口に占める割合
（年齢区分別、2065年）

外国に由来する人口の推移

（出典）左図、右上図：是川夕,2018,『日本における国際人口移動転換とその中長期的展望－日本特殊論を超えて』,「移民政策研究」Vol.10, pp.13-28.

右下図：Giampaolo Lanzieri「Fewer, older and multicultural? Projections of the EU populations by foreign/national background」、
Sandra L. Colby and Jennifer M. Ortman「Projections of the Size and Composition of the U.S. Population: 2014 to 2060」、是川氏推計値

(年)

2015年 2065年

アメリカ 22.5% 56.4%

イギリス 16.6% 39.5%

ドイツ 17.8% 45.1%

フランス 15.8% 21.8%

イタリア 12.7% 40.1%

日本 2.6% 12.2%

同
程
度

(万人)

○ 在留外国人数に帰化人口と国際児（外国籍の親を持つ子）人口を加えた、「外国に由来する人口」は、2065年には
1,076万人となる見通し。これは、総人口の12.2％にあたる。

○ 年齢階層別にみると、20－44歳では、「外国に由来する人口」が総人口の17.9％となる見通し。

(総人口に占める割合、%)

総人口に占める割合：
12.2%

外国に由来する
人口：1076万人

6.1% 6.0% 4.8%

9.9%
7.8%

5.5%
2.5%

6.3%

1.3% 1.4%
1.4%

2.0%
2.5%

2.1%

1.1%

1.8%

13.5% 12.9%

9.8%

6.0%

3.1%

2.1%

0.2%

3.9%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

0-5歳 0-9歳 0-19歳 20-44歳 45-64歳 65-74歳 75歳以上 全年齢

国際児人口

帰化人口

在留外国人数

(13.4%)

(17.9%)
(16.0%)

(20.3%)
(20.9%)

(12.2%)

(3.8%)

(9.7%)

※（）内は、年齢区分別にみた
外国に由来する人口の総人口
に占める割合

「外国に由来する人口」の見通し
－1-2 近年の在留外国人等の動向－
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日本における在留外国人の就労状況

○ 「専門的・技術的分野の在留資格」、「技能実習」及び「身分に基づく在留資格のうち労働者」が、2018年における在留
外国人全体の約４割を占める。

○ 大都市では専門的・技術的分野の在留資格を持つ労働者が、地方圏では技能実習生が集中する傾向が見られる。

2018年における専門的・技術的分野の在留資格
を持つ外国人労働者の就労状況（都道府県別）

(専門的・技術的分野の在留
資格を持つ外国人労働者数,万人)

(外国人労働者数に占める専門的・技術的
分野の在留資格を持つ外国人労働者の割合、%)

（出典）厚生労働省「外国人雇用状況の届け出状況（2018年10月末現在）」、法務省「在留外国人統計」（2018年12月）

専門的・技術的分野の在留
資格を持つ外国人労働者数

2018年における技能実習生の就労状況（都道府県別）

(技能実習生数,万人) (外国人労働者数に占める技能実習生の割合、%)

その他
（外国人労働
者の家族等）：
25.0万人、9%

身分に基づく在留資格
（日系人、永住者等）
のうち労働者：
49.6万人、18%

技能実習：
32.8万人、
12%

留学：
33.7万人、
12%

専門的・技術的
分野の在留資格：
35.1万人、13%

在留外国人の資格別内訳（2018年）

技能実習生数
技能実習生の割合（右軸）

2018年
在留外国人合計：

273.1万人

身分に基づく
在留資格
（日系人、永住者等）
のうち労働者以外：
97.0万人、36%

－1-2 近年の在留外国人等の動向－
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専門的・技術的分野の在留資格を
持つ外国人労働者の割合（右軸）

＜参考＞
2019年4月に新しく創設された在留資格「特定技能」で
在留する外国人は、2019年9月末時点で219人。
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◯ 近年外国人労働者は顕著に増加し、2018年には146万人に達した。

◯ 2018年の労働力人口増加分の約16.5％は、外国人労働者の増加によるもの。外国人労働者の流入が、我が国の労
働力人口の趨勢に大きな影響を与えていることがわかる。

◯ 今後労働力人口が減少する中、現在の経済規模を2060年において維持するためには、追加的に毎年約５～31万人
の外国人労働者の受入れが必要となるとの試算もある。（右図「日本経済中期予測（2019年３月）」（大和総研））

（出典）厚生労働省「外国人雇用状況の届け出状況」、総務省「労働力調査」、大和総研「日本経済中期予測（2019年３月）」、
是川夕編著『人口問題と移民：日本の人口・階層構造はどう変わるのか』（2019年、明石書店）

外国人労働者の推移 現在の経済規模維持に必要な
2060年の外国人労働者数

（大和総研「日本経済中期予測（2019年３月）」より）

ケース①：
ベースライン

年平均の追加的な
増加数 31万人

2060年時点の
外国人労働者数 1,302万人

ケース②：
女性・高齢者の労働参加
が一定程度進展する場合

年平均の追加的な
増加数 19万人

2060年時点の
外国人労働者数 814万人

ケース③：
女性・高齢者の労働
参加が進展する場合

年平均の追加的な
増加数 5万人

2060年時点の
外国人労働者数 210万人

（注）１．現在のＧＤＰの水準を2060年に維持するために必要な外国人労働者数を試算。
２．各ケースにおける仮定は以下のとおり。

・ケース①：人口は出生中位・死亡中位推計。就業率は2018年から一定。
・ケース②：人口は出生高位・死亡中位推計、就業率は「労働需給推計」（2019年、
雇用政策研究会）における「労働参加が一定程度進むケース」。

・ケース③：人口は出生率1.80・死亡中位推計、就業率は「労働需給推計」（2019

年、雇用政策研究会）における「労働参加が進むケース」で、ケース②より
女性と高齢者の労働参加が進むと想定。

３． いずれのケースにおいても、労働生産性の伸び率は年率0.5%と仮定。なお、2008

～2017年の10年間における労働生産性の伸び率の年平均は0.6%。

146万人
（過去最高）

（外国人労働者数、万人） （外国人労働者増加数/労働力人口増加数、%）

労働力人口増加数に占める外
国人労働者増加数の割合
（右軸）

外国人労働者数

（年）

17.6万人
増加

19.5万人
増加

18.2万人
増加

12.0万人
増加

16.5.%

「外国人労働者の増加」が労働力人口へ与える影響
－1-2 近年の在留外国人等の動向－

27.1%
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外国人材が挙げる日本の就労環境の長所外国人材が挙げる日本の生活環境の長所

（出典）総務省「高度外国人材の受入れに関する政策評価書」（2019）より抜粋

◯ 高度外国人材は、日本の生活環境の長所として、「治安がよい」、「健康保険が充実」等をあげている。

◯ 高度外国人材は、日本の就労環境の長所として、「上司や同僚など周りの日本人社員が親切」、「仕事にやりがい
を感じる」等をあげている。

日本は外国人に今後も選ばれる国であり続けるのか？（その１）
－1-2 近年の在留外国人等の動向－
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日本の大学・大学院を卒業・修了後就職した外国人留学生の動向

（出典）独立行政法人日本学生支援機構「外国人留学生進路状況・学位授与状況調査」より作成。
（注）非正規課程（学位の取得を目的としない課程）の留学生は対象に含まれない。また、進学した人や進路不明な人は対象に含まれない。

◯ 日本の大学・大学院を卒業・修了後、就職した外国人留学生のうち、日本国内で就職している人の割合は７割前後で
推移。
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日本は外国人に今後も選ばれる国であり続けるのか？（その２）
－1-2 近年の在留外国人等の動向－
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出身国別外国人留学生の推移

（出典）2011年までは法務省「登録外国人統計」、2012年以降は法務省「在留外国人統計」より作成。

◯ 外国人留学生は、2011年から12年にかけて東日本大震災の影響で一時的に減少しているものの、近年はおおむね
増加傾向で推移している。

◯ 外国人留学生の出身国別内訳をみると、中国の割合が最も高い状況が続いているが、近年はベトナム、ネパール
の割合も高くなってきている。

中国 13.2万人、39.3%

(万人)

(年)

韓国 1.7万人、5.1%

ベトナム 8.1万人、24.0%

ネパール 2.9万人、8.6%

インドネシア 0.7万人、2.1%

その他 7.0万人、15.1%

(17.1万人)(16.9万人)

(18.0万人)
(19.3万人)

(20.2万人)

(18.9万人) (18.1万人)
(19.3万人)

(21.5万人)

(24.7万人)

(27.7万人)

(31.2万人)

(33.7万人)

ミャンマー 0.6万人、1.9%

タイ 0.4万人、1.3%

スリランカ 0.8万人、2.6%

（注） グラフ中の（）内の数字は、各年における外国人留学生の総数。

日本は外国人に今後も選ばれる国であり続けるのか？（その３）
－1-2 近年の在留外国人等の動向－
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外国人と地域の共生事例

○ 埼玉県川口市の芝園団地は、外国人居住者の増加に起因し、居住環境の悪化等が問題となっていたが、学生等
との協働イベント開催などによる住民同士の接点創出等の取組の結果、居住者の多文化交流が生まれ、居住環境
が改善するとともにコミュニティが活性化している。
○ 長野県野沢温泉村では、スキーをきっかけとして、外国人が後継者のいない旅館や民宿を取得し、宿泊施設や飲
食店を経営（全体の１～２割）。 村には、自治組織「野沢組」（江戸時代から存在）があり、共有財産である山林や水
源、外湯（共同浴場）を守り、村人の生活全般を支えているが、理解のある外国人経営者は、野沢組に正式に加入
し、村人とともに外湯の清掃など共有財産を管理し、地域と良好な関係を築いている。

埼玉県川口市芝園団地 長野県野沢温泉村

学生ボランティア団体
（芝園かけはしプロジェクト）

・多文化共生の取組みへの協力
・「芝園サロン」を開設
・「多文化交流クラブ」を開設

UR都市機構

・多文化共生イベントの協力
・自治会と協力してコミュニティーの
活性化

自治会

・学生団体との協働イベント
・世代・国籍を越えた地域交流活動
・中国人やガーナ出身の役員が誕生
・「微信」事業を引き継いで運営

自治体

・「微信」（「Line」と類似するツール）
による情報提供事業（3か年）を開始

・自治会広報、イベント案内や市から
のお知らせ、観光情報等を日本語と
中国語で配信

野沢組

・温泉源の管理運営、共同浴場の管理
・燈籠祭りや道祖神祭りの運営
・山林原野、用水などの管理
・文書蔵（郷蔵）に保存されている
古文書の管理

・野沢組各区の区長との連携

旅館経営者の高齢化
後継者不足

閑散とした温泉街

外国人の流入

村役場 村長の説得

１３の外湯

組へ加入
組費の納入
外湯清掃等への参加

参加

依頼

年１回（年明け頃）開催
税金の納め方、ごみの出し方を説明
⇒外国人従業員への周知依頼

９月下旬頃開催
オフシーズンで本国に帰っていても
戻ってくる外国人もいる

村人 警戒

早い人は20年前から。
７～８年前から継続して増加

外国人宿泊客は素泊まりし
レストランで飲食するため、
閑散としていた温泉街に
活気が出てきた。

活気の復活

外国人を排除したら
野沢はつぶれる

外国人
経営者

懇談会の開催

村民運動会

交流イベント
の様子

－1-3 外国人の増加が日本人や地域社会に与える影響－
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平成２年の入管法の改正により，自動車産業が盛んな本市では，南米の日系人を中心に外国人市民が急激に増加し，平成２０年
には１万人を超えた。その後，リーマンショックを契機に一時減少したが，ここ数年再び増加傾向にあり，本年１０月末現在８，６９６
人，総人口の４．３５％となっている。国籍別では，ブラジル，ペルーが全体の約半数を占め，次いで中国，ベトナム，フィリピンなど，
アジア諸国からの外国人市民が増えてきており，外国人市民の定住化，多国籍化（現在５６か国）が進む中，さまざまな分野で取組
を進めている。

日本語を第一言語としない外国人児童生徒（ＪＳＬ児童生徒）
の日本語能力を測るものさしとして，ＪＳＬバンドスケールを
市内小中学校で導入。
４つの項目の日本語能力を把握し，そのバンドスケールを
基にした個別の指導計画を作成。きめ細かな指導を実現。

市内小中学校での取組私立保育園での取組

・児童や保護者への対応のため
→ポルトガル語，スペイン語の通訳や保育士を配置
→中国語の通訳を配置
→保育補助員（ペルー国籍，ケニア国籍）の配置
→英語ができる人材の配置

・通訳等の人材確保が困難な園 →翻訳機の活用

各園での母国語への理解

児童・保護者の安心感

行政窓口での取組

タブレット端末を用いた
多言語通訳システムの試験導入

多言語への対応を行うとともに，ポルトガ
ル語，スペイン語の通訳職員を補完

・１３言語に対応
・タブレット端末４台
・夜間・休日窓口や

庁舎外での使用も可能

災害時支援の取組

・市内を１０地区に分けた防災
マップの英語，ポルトガル

語，
スペイン語，中国語版を作成

・転入手続きの際に窓口で配付
・ホームページにも掲載

外国語版防災マップ
（大雨や地震）

・災害協定により，企業等の広告
主を募り，避難場所を明示した
案内看板を電柱に設置

・英語，ポルトガル語，スペイン
語の表記のほか，ピクトグラム
でも表示

・標高も表示

避難場所の電柱看板
（広告付き）

就学へ

鈴鹿市におけるこれまでの多文化共生の取組

ＪＳＬバンドスケールの活用
早稲田大学大学院開発

平成20年からＪＳＬ児童生徒全員に実施

読む聞く

話す 書く
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